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参加者の有無を確認する公募手続に係る参加意思確認書の提出を求める公示 

 

令和７年２月２７日 

北陸地方整備局 

三国川ダム管理所長 長谷川 達也 

 

 次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。 

 

１．当該招請の主旨 

   令和６年度三国川ダム常用洪水吐放流設備修繕工事（以下「本工事」という。）は、北陸地方整

備局三国川ダム管理所が管理する常用洪水吐放流設備（以下「当該設備」という。）の機能を保持

する目的で施工するものであり、参加者の有無を確認する公募手続を試行するものである。 

   本工事の施工にあたっては、当該設備の一部の部品等を取り替える場合であっても当該設備全体

の構造及び機能を熟知していることが必要である。また本工事の施工中に新たな不具合が確認され

た場合には、不具合が当該設備全体に及ぼす影響の評価、原因の究明、対策の検討及び実施を発注

者が指示する場合がある。 

   したがって、当該設備が、新設した施工業者のノウハウにより開発・設計・製作・据付したもの

であることを踏まえ、新設時施工業者から維持修繕を委譲された者を本工事の特定法人等としてい

る。 

   本公示は、特定法人等以外に下記の応募要件を満たし、本工事の契約を希望する者の有無を確認

することを目的として、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施するものである。 

   応募の結果、応募要件を満たすと認められる者が１者の場合にあっては、当該者との契約手続に

移行する。 

   また、応募要件を満たすと認められる者が複数者いる場合にあっては、一般競争入札（総合評価

落札方式）にて調達を実施する予定である。 

   なお、必要により参加意思確認書の内容を確認する調査又はヒアリングを実施する場合がある。 

 

２．工事概要 

(1) 工事名 令和６年度三国川ダム常用洪水吐放流設備修繕工事（電子入札対象案件） 

（電子契約対象案件） 

 (2) 工事場所 新潟県南魚沼市清水瀬地先 

 (3) 工事内容 既設の常用洪水吐放流設備に係る修繕工事を行う。 

         なお詳細は「工事説明書」を参照すること。 

 (4) 工  期 契約締結日の翌日から令和８年１月３０日まで 
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３．応募要件 

 (1) 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。）第７０条及び第

７１条の規定に該当しない者であること。 

 (2) 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）における令和７・８年度一般競争参

加資格者で機械設備工事の認定を受けていること(会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づ

き更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、北陸地方整備局長が別に定

める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。 

 (3) 建設業法に基づく「鋼構造物工事業」の許可を受けていること。 

 (4) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

 (5) 経常建設共同企業体にあっては、全ての構成員が、(3)の要件を満たしていること。 

 (6) 平成２１年度以降に元請けとして完成した工事で、所定の要件を満たす工事の施工実績を有す

ること。詳細は工事説明書による。 

 (7) 国土交通省地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）発注の令和４年度，５年度に

完成した機械設備工事の工事成績評定点で６０点未満を２件以上有しないものであること。 

 (8) 建設共同企業体の実績をもって単体として応募する場合は、出資比率が２０％以上のものに限

る。また、異工種建設工事共同企業体としての実績は、協定書の分担工事の実績のみ同種工事の

実績として認める。 

 (9) 単体の実績をもって経常建設共同企業体で応募する場合は、出資比率が２０％以上のものに限

る。 

 (10) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は、監理技術者を本工事に配置できること。 

ただし、配置予定の主任（監理）技術者は、現場施工期間中に専任又は建設業法第２６条第

３項第２号の場合の監理技術者（以下「専任特例２号の場合の監理技術者」という。）を配置で

きること。 

また、配置予定の主任（監理）技術者は、工場製作期間と現場施工期間において同一の技術

者でなくてもよいが、同一の技術者でない場合は、それぞれの技術者が基準を満たすこと。た

だし、工場製作期間の技術者は、下記②の施工経験は必要としない。 

なお、本工事における現場施工期間は、令和７年１１月から令和７年１２月を予定している。 

① 所定の資格又は実務経験を有すること。 
②  平成２１年度以降に、元請けとして完成した所定の要件を満たす工事の施工経験を有するこ

と。詳細は工事説明書による。 
③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。 

(10) 公示日から見積合わせまでの期間に、北陸地方整備局長から工事請負契約に係る指名停止等の措

置要領（昭和５９年３月２９日付け建設省厚第９１号）に基づく指名停止の措置を受けていないこ

と。 
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(11)  ２．(1)に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において

関連がある建設業者でないこと。 
(12) 参加意思確認書を提出しようとする者との間に、資本関係又は人的関係がないこと。 
(13) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、

国土交通省発注の公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

こと。 
(14) 過去に調査基準価格を下回った価格をもって契約し、工事成績評定が６０点未満の工事成績評定

通知書を通知された者は、その通知日から下記４．(3)の参加意思確認書の提出期限日までの期間

が１年を経過していること。（建設共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の

ものを対象とする。） 
(15) 工事説明書の交付を直接受けた者であること。 

 
４．応募手続等 
 (1) 担当部局 

     〒949-6741 新潟県南魚沼市清水瀬686番地59 

         北陸地方整備局三国川ダム管理所総務係長 

                電話 025-774-3015（代表） 内線212 

 (2) 工事説明書等の交付期間 

   工事説明書等（文書類、数量総括表、図面、申請様式等）の交付を希望する場合は、下記 1)に

電話又は電子メールにより申し込むこと。ただし、電子メールによる場合は着信確認を行うこと。 
  1) 交付場所：北陸地方整備局三国川ダム管理所総務係長 

          〒949-6741 新潟県南魚沼市清水瀬686番地59 

               電話  025-774-3015 

電子メール saguri-keiyaku@hrr.mlit.go.jp 

  2) 交付期間：令和７年２月２７日（木）から令和７年３月１８日（火）までの土曜日、日曜日及

び祝日を除く毎日、9時00分から17時00分まで。 

  3) 交付方法：上記 2)の期間内に必着で、切手を貼付した返信用封筒及びＣＤ等を同封し、上記

1)へ郵送または託送すること。ＣＤ等に複製したものを折り返し託送する（窓口

交付は行わない。）。 

 (3) 参加意思確認書の作成及び提出方法 

参加意思確認書は、工事説明書に示す様式及び留意事項に基づき作成し、次の期間内に必着

で、受付場所に１部郵送（書留郵便等）、託送（書留郵便と同等のもの）又は電子メール（添付

するファイル容量は１０ＭＢ以下とする）により提出するものとする（電子入札運用参照）。な

お、電子メールによる場合は、電子メールを送信後、必ず着信確認を行うこと。 

    受付期間：令和７年３月１８日（火）から令和７年３月１９日（水）までの毎日、9 時 00 分

から17時00分まで。 
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    受付場所：北陸地方整備局三国川ダム管理所総務係長 

         〒949-6741 新潟県南魚沼市清水瀬686番地59 

                電話 025-774-3015（代表）内線212 

         電子メール saguri-keiyaku@hrr.mlit.go.jp 

 

５．その他 
 (1) 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 配置予定監理技術者等の確認 

   見積書の提出後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者等の専任制違反又は特例監理技術

者の要件違反の事実が確認された場合は、契約を結ばないことがある。なお、種々の状況からやむ

を得ないものとして承認された場合の外は、参加意思確認書の差し替えは認められない。 

 (3) 関連情報を入手するための照会窓口 上記４(１)に同じ。 

(4) 詳細は工事説明書による。 
 
                                         以上 


